
第４５回原子力委員会定例会議議事録 

 

１．日  時  ２００７年１１月６日（火）１０：３０～１１：５５ 

 

２．場  所  中央合同庁舎４号館６階共用６４３会議室 

 

３．出 席 者  原子力委員会 

         近藤委員長、田中委員長代理、松田委員、広瀬委員、伊藤委員 

        原子力安全・保安院 

         原子力安全技術基盤課 山田課長 

        内閣府 

         西川審議官 

黒木参事官 

 

４．議  題 

 （１）総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会 原子力安全基盤小委員会報告 

 （２）アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ） 第１回「アジアにおける原子力エネルギ

ーに関する検討パネル」開催結果について 

 （３）近藤原子力委員会委員長の海外出張について 

 （４）その他 

 

５．配付資料 

 （１－１）原子力安全基盤小委員会報告 原子力の安全基盤の強化について 

 （１－２）原子力安全・保安部会 原子力安全基盤小委員会報告 原子力の安全基盤の強化

について 

 （ ２ ）アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ） 第１回「アジアの原子力発電分野に

おける協力に関する検討パネル」の開催結果について（報告） 

 （ ３ ）近藤原子力委員会委員長の海外出張について 

 （ ４ ）第４２回原子力委員会定例会議議事録 

 （ ５ ）原子力委員会 地球環境保全・エネルギー安定供給のための原子力のビジョンを

第４７回原子力委員会 

資 料 第 ５ 号 



－1－ 

考える懇談会（第４回）の開催について 

 

６．審議事項 

（近藤委員長）おはようございます。第４５回の原子力委員会定例会議を開催させていただき

ます。 

  本日の議題は、１つが、総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会、原子力安全基

盤小委員会報告について、２つ目が、アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ）の第１回

「アジアにおける原子力エネルギーに関する検討パネル」開催結果について御報告。３つ目

が、私の海外出張について、４つ目がその他となっております。よろしくお願いいたします。 

  それでは、最初の議題から、よろしくお願いいたします。 

 

 （１）総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会 原子力安全基盤小委員会報告 

 

（黒木参事官）最初の議題でございますが、総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会、

原子力安全基盤小委員会の報告につきまして、原子力安全技術基盤課の山田課長より小委員

会報告の内容について説明をお願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

（山田課長）おはようございます。 

  保安院の原子力安全基盤課長をしております。山田でございます。 

  本日は、原子力安全基盤小委員会の報告につきまして御報告させていただきたいと思いま

す。この小委員会につきましては、昨年の９月に設置をし、第１回を開催しまして、それか

ら８回開催をいたしまして、今年の１０月１５日に報告書案をまとめてございます。この間、

８月９日から９月１０日にかけてパブリックコメントを実施いたしまして、１０月１５日の

委員会で、報告最終案についての検討も併せて行わせていただいたものでございます。 

  この委員会につきましては原子力の安全の分野から基盤についての課題を整理するという

ことで開催いたしております。ここであえて申し上げることもないかと思いますけれども、

原子力の安全につきましては、安全だけで解決できるわけではなく、原子力全体での取組が

重要かであり、この場で私どもの取組を御紹介させていただいた上で、いろいろな御指摘を

いただければというふうに思っております。 

  資料につきましては、資料１の１と１の２ということで、御用意をさせていただいており

ます。報告書の本体は、資料１の２でございますけれども、多少参考資料とかを含めて大部
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になってございますので、御説明の方は、資料１の１の方でさせていただきたいと思います。 

  まず、検討の背景ということで、今回この小委員会をどういうことで始めたかについての

御紹介をさせていただきたいと思います。 

  ２ページ目を御覧いただきたいと思います。平成１３年７月に原子力安全・保安部会の最

初の報告がございまして、これは原子力安全・保安院が立ち上がった際に、原子力安全・保

安院として今後どのように安全規制に取り組んでいくのかということについて検討したもの

でございます。 

  この中に、原子力安全基盤が重要であるという指摘を頂いておりまして、その中で、制度

的基盤、知識基盤、人材基盤、施設基盤、財政的基盤、それぞれについてきちんと整備して

いくことが必要であるというところを御議論いただいてございます。 

  あわせて、この報告書の中では、原子力安全の確保について終着駅はないということで、

環境の変化に応じて絶えざる向上を図っていく必要があるというふうに指摘をしていただい

ているところでございます。 

  原子力安全・保安院が設立されまして７年経ちまして、この原子力安全基盤につきまして

昨今の状況を踏まえた上で、これを見直して改めて取り組むべき課題について整理をしたい

ということで、今回この委員会を始めたということでございます。 

  それから、３ページ目をお開きいただきたいと思います。 

  原子力安全基盤小委員会の設置の趣旨ということで、今申し上げましたような安全基盤の

在り方について検討いただくということが１点、それからもう１点として、原子力安全・保

安院で行っております安全研究について第三者レビューを受けるということをもう１つのミ

ッションといたしております。 

  その下に書かせていただいておりますのが、委員会のメンバーでございます。 

  東大の大橋先生に委員長になっていただいてございます。 

  続きまして、４ページ目でございます。今、安全研究についてもう１つのミッションとい

うふうに申し上げましたが、安全研究と基盤との関係ということで、この小委員会では安全

基盤研究という言葉を使わせていただいております。これは、規制当局での安全規制に基づ

く安全研究だけではなく、産業界における安全関係のことも含めて、あわせて安全基盤研究

という呼び方をさせていただいております。この安全基盤研究を通じて、制度的な基盤、い

わゆる技術基準ですとか安全審査指針ですとか、そういうところに繋がりますし、安全基盤

研究から出てきましたデータ等につきましては、知識基盤として活用がされます。 
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  安全基盤研究を実施していただく方々を適用するということで人材基盤にも繋がりますし、

研究を実施する施設ということで、施設基盤ということにも繋がるという関係があるという

ふうに考えているところでございます。 

  続きまして、次のページでございますが、報告書の構成ということで、１章から４章まで

の構成としておりますが、コアとなるのが２章と３章ということで、２章のところで課題と

今後の対応の考え方について整理をした上で、３章において提言という形でまとめていると

いうところでございます。 

  最初に、現状と課題についての報告をさせていただきたいと思います。 

  まず、５つの柱ということで、安全基盤研究に関してということでございます。現状と課

題と致しましては、１つ目、安全基盤研究の構造変化と今後の安全問題への対応ということ

で、まず政府の安全関係の研究予算が規制と推進の分離ということもあって、質的な変化を

しているということ、それから省庁の再編とか、特別会計の改革ということがございまして、

総額としては微減傾向を示していると。一方で、産業界の方に目を向けてみますと、これま

で様々な安全上の課題というのが解決をされてきているのが多々あるということもあり、さ

らに電力自由化、それから新規プラントの建設の減少といったこともございますので、やは

り電力競争研究費について見たところでも、かなりの減少の傾向を示しているということで

ございます。 

  次の８ページと９ページ目にその辺のデータをまとめております。 

  ８ページ目が、国の方の安全研究予算でございますけれども、何とか水準は維持をしてお

りますけれども、微減傾向をたどっているというところになってございます。 

  それから、次のページが、電力共通研究費でございますけれども、過去から比べますと１

０分の１程度の水準まで減ってきているという状況になっているところでございます。 

  ７ページ目に戻っていただきまして、そういった状況の中で、一方で軽水炉の高度利用、

それから次世代軽水炉の開発といったような、将来を見越した安全研究というのを進めてい

かなければいけないということが目の前の課題として迫ってきているという状況がございま

す。 

  続きまして、２つ目の点でございますけれども、安全基盤研究の位置付けと関係者間の意

思の疎通という課題でございます。 

  安全基盤研究の位置付けに対する意識の希薄さということで、１つは、原子力技術の開発

導入から産業界の計画とそれに対応して規制側で準備をしておかなければいけない安全研究
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というものの関係が育成と推進の厳格な分離という流れの中で、ややもすれば関係が薄くな

ってきているのではないかという状況がございます。 

  それからさらに、そういったことで全体像はなかなかつかみにくくなっているということ

で、この研究課題の中で、個別研究課題の全体の中での位置付けについての理解も少し課題

が生じてきているのではないかというふうに考えてございます。 

  さらに、これらの繋がり、位置付けに関して、産業界、規制当局、学術界、学術協会とい

った関係者の間での意思疎通と共通認識を得る機会が減少してきているという状況にあると

いうふうに認識をしております。 

  １０ページ目でございますが、こういった状況を踏まえての今後の対応の考え方の整理と

致しまして、１つ、安全基盤研究に係るロードマップを策定して、これを関係者間の意思疎

通、共通認識の醸成のために使っていこうというふうに考えてございます。 

  これを踏まえた上で、この中には原子力施設の安全確保、安全規制制度等、計画的、効率

的な整備ということで、研究からその下流側に向けても、あわせてこのロードマップの中で

整理をして、それを指針として今後の安全基盤研究、それから規格基準の策定、そして我々

自身の規制制度についてもいろいろ考えていくということで進めていきたいというふうに考

えております。 

  それから、２つ目の点として、安全基盤研究における産業界と規制当局の役割と言うこと

で、このロードマップの中では産業界が取り組むべきところ、それから規制機関がやるべき

ところという役割分担について明確化をしようというふうに考えております。 

  ３つ目で、そういった役割分担を踏まえた上でということになりますけれども、安全基盤

研究における研究資源配分の効率化を図るために、産業界と規制当局を連携するのも併せて

必要ではないかということを指摘しております。 

  当然でございますが、その中では、規制当局の判断の独立性、それから研究実施に関して

は、透明性の確保が大前提ということを考えてございます。 

  そういった前提条件を実現する上での課題等について検討が必要ではないかということで

ございます。 

  次のページ以降、御紹介させていただいたロードマップについて書かせていただいており

ます。１１ページ目に技術戦略マップの作成と展開というところをまとめさせていただきま

した。 

  ロードマップとしては、「技術戦略マップ」と書いておりますが、このように導入シナリ
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オ、技術マップ、ロードマップというようなところで構成をされたものというふうに考えて

おります。 

  これについては、その下に書いておりますが、当然状況に合わせてローリングを定期的に

していくということが必要であると考えます。 

  このロードマップを踏まえた上で、その中身を原子力安全基盤小委員会の方で検討いただ

きまして、それをオーソライズした上で、安全研究についての予算措置に繋げていこうと考

えているところでございます。 

  今年につきましては、この中で、高経年化と燃料高度化に関してのロードマップというも

のの検討を原子力学会、それからＪＮＥＳを中心に検討をしていただいております。 

  １２ページ目が、高経年化に関しての技術戦略マップということで、ちょっと小さくなっ

てございまして、中身は本体の方を後でもしよろしければ御覧になっていただければと思い

ますけれども、導入シナリオ、技術マップ、ロードマップというような形でまとめていると

ころでございます。 

  それから、１３ページ目から１５ページ目が燃料高度化のロードマップということで、１

３ページ目が、ここではＢＷＲの例をピックアップして書かせていただいております。当然、

ＰＷＲについても整理をしているところでございます。 

  最初のところに導入のシナリオがまずあった上で、それを踏まえた上での必要な技術のマ

ップということで、１４ページ目に、このようなものを検討していただいております。 

  １４ページ目の３つあります一番下でございますけれども、損傷モードに応じて取り組む

べき課題、それからそれを踏まえた上での学協会規格を作っていくという部分といったとこ

ろの整理、さらにそれぞれについての主体として取り組むべきなのは誰かということで、色

分けをしてございますけれども、産、官、学協会の役割分担ということについての整理をし

たところでございます。 

  それを踏まえた上で、１５ページ目ということで、今申し上げましたような規格・基準の

高度化の対応のスケジュールということで、安全研究の成果は規格・基準として体化させて

いって安全規制の中で活用していくということで、このような規格のロードマップについて

も併せて検討したというところでございます。 

  それでさらに、次の１６ページ、ページが消えてしまっておりまして恐縮でございますけ

れども、規制制度についての見直しも合わせた形での整理ということで、燃料について少し

充実させたものを作っております。 
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  この中で、左側の欄に幾つか課題がございますが、規格基準の整理があった上で、さらに

その下に、燃料についての安全審査という欄がございますけれども、安全審査のやり方につ

いても合わせて今後の一つの例としては、トピカルレポート制度のようなものを使って、安

全審査のモジュール化をして効率化していくということについての検討もしたいというふう

に考えているところでございます。 

  続きまして、１７ページ目、２つ目の柱、制度的基盤ということで、規格基準と学協会の

取組という点でございます。 

  御承知の方もいらっしゃると思いますが、私どもの方の技術基準につきましては、性能規

定化ということをしておりまして、技術基準への適合性の判断については学協会で整理をさ

れます規格を活用して、それを技術評価した上で、規制に位置付けていくという仕組みを昨

年の１月から施行してございます。そういった中で、学協会において検討していただく規格

基準というのは極めて重要な位置付けを持つようになってきております。 

  この学協会の規格というものについてなんですけれども、この規格基準の策定活動につい

ては、着実に進めていただくということが極めて重要ということでございます。 

  そういったことで、学協会の規格基準の整備の期待が高まっている一方で、規格基準の体

系的整備、それから今後の改定に関しては、かなりの作業量が予想されるところでございま

すけれども、一方で学協会の体制というものは、財政的に人材的にもかなり厳しい状況にあ

るということで、これを何とか関係者で支えていく必要があるといったところでございます。 

  ２つ目の点でございますが、研究開発と規制制度との連携強化ということで、規格基準は

安全基盤研究の成果として、その成果を活用するということ。それから、規制基準を規制制

度の中で位置付けていくということで、この３者の間の連携が極めて重要であるということ

でございます。 

  さらに、規格基準の策定については、１つには学協会での規格策定プロセスということで、

これは海外のＡＳＭＥの例にならって、公正、公開、透明というプロセス、ルールに従った

策定プロセスを決めてございますけれども、その適切な運用についてということ。 

  それから、規制当局においては技術評価を行って、この学協会の規格を位置付けるという

ことにしてございますけれども、この運用について、継続的に改善をしていく必要があると

いう点でございます。 

  次のページ、１８ページでございますけれども、今後の対応の考え方ということで、１つ

は先ほど申し上げました学協会の体制が弱体であると。今後の期待されるところとの関係で
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もう少し強化をしていく必要があるということで、関係者の間で応分の支援をしていこうと

いうことでございます。 

  それから、学協会に期待される役割ということで、規格基準に加えて、今後の安全基盤研

究の在り方、規格基準の策定に係わるロードマップを作って、それから安全規制制度を今後

どうしていくのかといったようなことについて、提言を頂くという機能も期待するというこ

とでございます。 

  そのために、産業政策の観点から規格基準という活動について関与が必要ということで、

原子力政策当局である資源エネルギー庁の方からもこの部分に関与していただくようにとい

うことで、私どもの方から働きかけたところでございます。 

  それから、規格基準の策定にかかる手続き的適正さの改善ということで、学協会でのプロ

セス、それから私ども自身の技術評価のプロセスについて改善をしていく必要があるという

点でございます。 

  それを踏まえて、ちょっとポンチ絵のような形でまとめたものが次のページでございます。 

  左側がそもそもの技術基準の性能規定化を決めた時の委員会の報告書から抜粋した図にな

ってございます。この図の中では産業界、学術界、規制当局という３本で学協会の活動を支

えるということになっておりますけれども、これを右側の図にございます推進当局も入れた

形で支えていくということ。それから、学協会に期待する役割ということで、標準の策定に

加えて、安全規制制度等安全確保のあり方、規格基準の体系化等に関する提案、それから安

全基盤研究に関してロードマップの策定という形で、企画、評価への参画することを書かせ

ていただいたところでございます。 

  続きまして、２０ページ目で、人材の関係でございます。 

  この辺がまさに安全規制だけでは取り組めないところの一番大きなところではないかとい

うふうに考えてございますけれども、私どもとして、原子力安全規制の観点からの現状と課

題ということで、何点かをここでピックアップをさせていただいております。 

  １つは、原子力専門家人材の高齢化と減少ということで、特に安全面から特定の技術分野、

基礎・基盤技術分野、材料強度ですとか溶接その他の部分ということに関して考えてみます

と、専門家の高齢化と減少が大きな課題になっているという状況でございます。 

  ということで研究開発、安全研究等を通じた人材育成を期待するだけではなく中長期的視

点に立った人材育成というのが必要で、さらに必要に応じて、原子力コミュニティ外からど

うやって人材を確保していくのかというような視野を広げることも必要ではないかというこ
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とでございます。 

  さらに、現場技術者、それからその他技術者の方々のモチベーションを高めるということ

も人材問題として重要ではないかという御指摘を頂いているところでございます。 

  続きまして、２１ページ目でございますが、そういった問題意識の下での今後の対応の考

え方ということでございますけれども、原子力専門家人材の戦略的な育成・確保ということ

については、原子力専門家人材マップというものを作ってはどうかということで、検討をさ

せていただきました。 

  具体的な例として、この委員会の中で取り組みました結果につきまして、２２と２３ペー

ジ目に書いております。 

  １つは、今後まずどういう人材がどういう技術分野にいるのかというニーズマップの整理

をするということ。それから、それとのマッチングをするという意味で、どういう人材がリ

ソースとして存在をしているのかという、こういう２つのマップをペアにして検討をしてい

く必要があるのではないかということでございます。 

  このような人材マップを整理することによって、原子力分野だけではなく、その他の分野

の方々にも原子力分野でこういう人材が必要とされているということで参入をしていただく

ということのための情報提供にも活用ができるのではないかというふうに考えているところ

でございます。 

  ２１ページに戻っていただいて、人材育成の２つ目の「・」でございますけれども、研究

活動を通じた原子力専門家人材の育成ということで、安全基盤研究について人材育成という

観点からの取組というものを進める必要があるのではないかということでございます。 

  ２つ目の点としては、人材確保のためのメッセージの発信ということで、リソースマップ

にニーズマップというようなものを使って、原子力分野の必要な人材についての情報発信を

していくということと、原子力に関する社会的ニーズをきっちりと明確にメッセージを出し

ていくというようなこと、それからいろいろな分野で人材の流動化を図るという意味では、

キャリア形成の展望を具体的に提示するというような取組も重要なのではないかという御指

摘を頂いたところでございます。 

  それから、最後の点として、保修作業に関する技術・技能の民間認定制度の構築というの

がございますけれども、これは今民間の方で基本的な取組が進められているというふうに聞

いているところでございます。 

  続きまして、２４ページ目でございます。 
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  研究施設基盤ということでございます。研究施設基盤、維持確保の困難化ということにつ

きましては、改めてここで申し上げるまでもないことかと思いますけれども、安全研究を行

う上での研究施設は不可欠なものとなっておりますけれども、一方で原子力安全問題につい

ての種々の課題が解決されてきていること、それから、産業界、国の予算が減少してきてい

るということから、こういった大規模な施設の維持・確保が困難になってきているという状

況にございます。 

  国際的にもＯＥＣＤ／ＮＥＡの場で研究施設の維持についての懸念がまとめられていると

いうところでございます。 

  ２つ目の点でございますけれども、安全基盤研究の観点からの研究施設の活用ということ

で、安全基盤研究を実施していく上で、必要な施設についての基本的な活用の考え方、それ

からどのような個別施設が必要であるかという考え方を取りまとめる必要があるということ

で、こういった中からある種の選択と集中ということを進めていく必要があるのではないか

ということでございます。 

  続きまして、２５ページ目は御参考までにということで、ＯＥＣＤ／ＮＥＡでどのような

指摘がまとめられているかということを取り上げさせていただいているものでございます。 

  ２６ページ目でございます。 

  今後の対応の考え方ということで、研究施設については、安全基盤研究の必要性の明確な

ものということで、最初の安全研究のところで申し上げましたロードマップ上に明確に位置

付けられているもの。それから、国際的な観点を含めた上で、位置付けられるものを研究施

設で選択をしていってはどうかというところでございます。 

  また、研究施設の選択に当たって考慮すべき点ということで、必要な能力があること。そ

れから国際的にも経済性、利便性についてしかるべく優位性を持っていること。それから、

国内の施設については、国内であるということのメリット、それから人材育成についても考

慮する必要があるというふうなことをまとめさせていただきました。 

  このような考え方に基づいて、戦略的に安全基盤施設というものについてある種の集中を

して、関係機関が協力をして、戦略的に維持・確保していくというのが必要ではないかとい

うところでございます。 

  次のページでございます。 

  知識基盤ということでございます。データはたくさん集まっているけれども、なかなか使

えないデータベースということでございます。 
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  産業界につきましては、御承知かと思いますが、ニューシアという事故トラブルデータベ

ースがございますし、私どもの方でも、ＪＮＥＳの方で、安全情報データベースというもの

があり、データはかなりの量の蓄積を進めてきておりますけれども、これの分析、活用とい

う面についてはまだまだ必ずしも得られる情報を十分に引き出しているのかという反省を持

っているところでございます。 

  そういった中で、産業界、規制当局については、それぞれの役割にしたがって、データに

ついては効果的、効率的な整備、活用をしていく必要があるということでございます。 

  それから、整備された基盤については、十分に活用するための方法をまずしっかり考えな

ければいけないということ。それから、その利用の視点として必要な情報を漏れなく必要な

形で有効活用できるということだけではなく、運転管理情報を知識基盤として整備をしてい

くということについては、きちんとしたデータを整備していくという中で、不正防止に資す

るという視点も重要ではないかということでございます。 

  さらに、より発展的な活用ということで、国民メディアとの間の積極的なコミュニケーシ

ョンのためにも活用を図っていく必要があるのではないかという点を指摘いただいておりま

す。 

  ２８ページ、今後の対応の考え方ということで、効率的な知識基盤の整備ということにつ

いては、まず１つは、品質保全情報、機器設備故障率、人間信頼性データ、今後規制上必要

になってくる運転管理、保守に関しての必要な情報というものは、基本的にはデータソース

は産業界にあるということで、規制当局としては、規制資源の効率化という観点から、客観

性、信頼性を確保した上で、産業界のデータを活用していこうというふうに考えているとこ

ろでございます。 

  続きまして、知識基盤の高度利用ということは、知識構造化等の手法の開発に取り組みた

いというふうに考えております。 

  さらに、事業者においては、運転管理情報の電子化ということで、オートマティックにデ

ータが記録されているということで、そういった取組を進めることが不正の防止に資するの

ではないかということでございます。 

  それから、知識基盤を活用したコミュニケーションということで、地域住民、一般国民、

メディア等の関係で捉えるという視点は重要であろうということでございます。 

  以上のような点を踏まえた上で、提言のポイントということで、かなりの数の提言を頂い

ているところで、ポイントということで、幾つかを抜粋をさせていただいております。 
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  １つ目の柱、安全基盤研究に関して、１つ目の点として、燃料高度化、高経年化に関する

技術戦略マップ、今回策定いたしましたものの定期的なローリングを進めるということと、

他の分野についての技術戦略マップについても策定の取組を進めていくということでござい

ます。それから、２つ目は、技術戦略マップに基づいて、私どもやっております安全研究に

ついての計画と実施について、レビューをしていくということで、今後この原子力安全基盤

小委員会については、このレビューを継続的に進めていただこうというふうに考えていると

ころでございます。それから、高度燃料利用分野のロードマップにおける政策手段を実現す

るため具体的な検討ということで、先ほどちょっと御紹介させていただきましたが、トピカ

ルレポート制度といったようなものについての検討を見ていきたいというところでございま

す。 

  それから、２つ目で、規制基準、規格基準についてでございますけれども、原子力関係の

学協会で、原子力関係の学協会規格類の策定計画というものを今回の検討の中で平行して策

定をしていただいております。これに基づいて、規格基準の策定とその定期的な見直しを進

めていくということが必要であろうということでございます。それから、２つ目の点として、

学会の経営基盤の支援強化ということについて取り組むということでございます。 

  それから、３つ目、人材の問題でございますけれども、原子力専門家人材マップの活用と

いうことで、この人材マップについてのリファインを進めていくということと、それを基に

した人材及びニーズに係るリソース型の交流促進というものを進める必要があるということ

で、ここの部分については、原子力産業協会の方で、人材に関する協議会がスタートしてご

ざいまして、そちらの方に検討をお願いするということで考えているところでございます。 

  最後のページでございます。 

  戦略的に重要な安全基盤研究施設の維持・確保ということで、先ほど御説明させていただ

きましたようなメルクマールを使って、戦略的に重要な安全基盤施設を明確化するというこ

とで、今回は、高度燃料利用と高経年化対応技術分野ということで、ＪＡＥＡのＮＳＲＲと

ＲＦＥＦとＪＭＴＲについて、戦略的に重要な安全基盤施設として位置付けをさせていただ

いているところでございます。 

  今後、ロードマップの検討が進むにしたがって、必要な施設について戦略的に重要な安全

基盤研究施設として位置付けることについての検討を進める必要があるというふうに考えて

ございます。 

  最後、知識基盤と高度化と積極的な活用ということで、安全情報の知識構造化ですとか、
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先ほど申し上げました地域住民、一般国民、メディアとのコミュニケーションの推進につい

ての取組といったところが必要かということでございます。 

  以上で、御説明を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

（近藤委員長）ありがとうございました。広範な内容を短時間で御説明頂きありがとうござい

ました。それではただいまの説明に対するご質疑をお願いします。 

はい、松田委員、どうぞ。 

（松田委員）国民、メディアとの積極的なコミュニケーションをこれから取っていくというこ

とで、中身の濃い御説明いただきましてありがとうございました。 

  国民とメディアの連携ということで、２つお尋ねしたいことがございます。１つは、学協

会という言葉ですが、よく見ると、今後の方向のところに、書いていたり、それから２３ペ

ージはかなり詳しく学会の名前が出ておりますけれども、学協会というイメージが一般の人

にはつかみにくいので、初めにきっちり説明していただけるとありがたいと思います。２つ

目は興味深く聞きましたのが、レビューをしていくということについてです。第三者のレビ

ューというものは、原子力安全基盤小委員会がこれから担っていくのでしょうか。 

（山田課長）学協会という言葉につきましては、多少私どもインサイダーのインターナルな言

葉使いになっているかと思います。技術基準については性能規定化を進めて、具体的に申し

上げますと、原子力学会、機械学会、それから電気協会というところの規格を私どもとして

は位置付けているところですけれども、そういう仕組みになっているということ自体も、な

かなかまだ一般の方々に御理解をいただけていないところがあるのではないかと思います。

基準についてはすべて国が決めて、それを電力会社の方々の守らせるというのは規制の仕組

みではないかというふうに理解をされている部分が多々あるかと思いますが、そこについて

は、国としてより効率的に規格基準を策定するということと、技術の取組とかそういうもの

を効率的に進めるという意味で、こういう取組をしているという御説明をするとともに、学

協会において公正、透明、公開の手続きでやっていることについて御説明していくのが重要

であるということ。それをこういう公開の場で御説明をして、御認識を高めていただきたい

というのが、この委員会の１つの目的でもあったんですけれども、引き続きそこについての

取組は進めていきたいと思います。 

（広瀬委員）学協会と言った時に、構成は原子力学会と機械学会と電気協会。その３つのこと

を指しているということですか。 

（山田課長）今、基準として策定をしていただいてあって、それを我々の方で使っているもの
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としてはそこでやっているということです。 

（近藤委員長）建築学会の定めた標準も使っているので、それは誤解です。ここで学協会は、

いわゆるプロフェッショナルソサイアティ一般を指す用語として使っておられると思います。

で、なじみがないとの御発言がありましたが、こうした学協会が規格基準を策定するに際し

ては、利害関係者としての市民の参加を求めることも良く行われています。小生の記憶して

いるところでもＪＥＳＣ，日本電気技術規格委員会、これは電気協会の作成する規格の社会

化のためにある会議体ですが、ここには市民団体から委員が加わっています。ですから、す

くなくとも当該団体の周りの市民は、確か２０００年くらいからでしょうか、学協会とかそ

のそうした機能については承知していると思います。ただ、原子力分野においてはもっと遅

かったかもしれません。 

（山田課長）仕組みとして施行しましたのは、昨年の１月からです。それから、今後のレビュ

ーを第三者的にやるということでございますけれども、保安院でやっております原子力の安

全に関する研究については、ここの場で説明をして、計画についてはロードマップを学協会

でいろいろ作っていただく、それを踏まえた上で、私どもが計画を作った上で、それでこの

委員会で第三者レビューしていただきたいと考えております。 

（近藤委員長）伊藤委員。 

（伊藤委員）いずれにしろ安全を守っていく、持続的に維持していくという、いずれも大事な

課題で、いろいろと深く検討されていると思いますが、１つ人材の基盤、これも極めて大事

な問題だと思っております。２０ページの現状と課題のところ、ここのところで、人材の高

齢化の問題、あるいは減少の問題、あるいは中長期的な視点で確保が大事ということで、広

く問題が提起されているわけですが、３０ページのところに行きますと、やはりこの問題が

非常に難しいということが現れていると思います。ここでは、人材マップ、あるいはリソー

ス側との交流促進と、こういうまとめになっているわけですが、いずれにしても指摘されて

いるとおり高齢化が進み、そして新たな人材、優秀な人材の供給というのも今後の話という

ことで、この問題の当面の問題とそれから中長期的、将来にわたってどうするかという問題

と、両方非常に大事な問題があると思うんです。当面の問題で言えば、これはこういう現象

が出てきてというのは、日本の今までの原子力の、特に原子力発電ということに限れば、こ

の状況を考えれば、７０年代、８０年代、９０年代前半ぐらいまで、非常に建設が伸びてき

た。その後、ガタッと落ちて、そして今またこれから少し増えようかと、こういう状況に来

ている。こういう産業界の実態が極めて反映されている問題でありまして、したがって規制
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側もそれから研究側も、それから現場も全く同じような、そういう過去の、産業界、あるい

は現場のニーズを踏まえて、人材の状況が今こういう形になってきて、これが将来どう繋が

るかと、こういう問題でしょうから、現状の問題を解決するには、ここにあるように、どこ

に今そういう人材がいるんだというようなことを調べながら、とにかく当面しっかり供給し

ていくしかないということです。将来の話になると、やはり産業界のニーズがあるかという

ことと、多分これ、あるんでしょう、ある現場では。 

  それと同時に社会的にニーズを満たすような人材が新たに参入してくるかどうかと。この

問題が非常に大事な問題だと思うんです。受入れ側は、受入れ側でしっかりそういう受入れ

の基盤を作り、あるいは人材の交流、あるいはニーズ、マッチングを図る仕組みを作るとい

うことも大事ですが、やはり社会的に新たな産業がしかも優秀な人材が参入してくるような

状況をどう作っていくかということも非常に大事な話だと思いますので、是非そういうこと

も含めて、これからこの中で継続的に議論を進めていっていただきたいなと思います。以上

です。 

（近藤委員長）はい。お答え頂く前に、ひとこと。人材の高齢化という表現を皆さんお使いに

なるのですけれども、私の知る限り、高齢化してないですね。大学であろうと、それからＪ

ＡＥＡであろうと、退職される分だけきちんと毎年人を採っている組織においては、人材の

年齢分布はあまり変わっていないのです。 

  他方、人減らしを人を補充しないで行っている産業界では、老齢化するのは当然ですが、

これは仕事がないことの反映でしょうから、若い人がいないことを嘆く必要はない。 

  日本では定年制がはっきりしているから高齢化しないんですよね。早く辞めさせちゃうん

だから。海外で高齢化が話題になると、すぐコピーして使うんだけれども。この委員会では

きちんと高齢化の事実をつかんだんですか。 

（山田課長）そういう意味で申し上げますと、世の中広く全体までサーベイをしたわけではご

ざいません。 

  私どもとしてサーベイをしましたのは、我々普段付き合せていただいている先生方とか。

一部で例えば材料の分野ですとか、構造、強度に関しての分野は研究の領域として少し縮小

している分野については、そこで専門的にいろいろなことを御指導していただいている先生

方は減ってきているのは事実で、その結果として、そこの部分についてはおそらく本当に高

齢化をしているというのではないかと考えております。 

  私どもとして、安全規制を進めていく上で、そういう先生方からお知恵をお借りする部分
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について、多少の危機感を持たせていただいているというところでございます。 

（近藤委員長）それは、知識基盤の担い手の減少。その分野に研究費が配分されないからその

分野で研究する人が少なくなっているということでしょうね。それを高齢化といってしまう

と、問題の本質がどこかへ行っちゃうんですよ。きちんとした表現で議論をして欲しいと思

うので、あえて申し上げました。 

（伊藤委員）私もレポートを見てみたんですが、表があるんですよね。どの分野の人がどうい

う年齢になっているか。例えば、規制の専門部会の先生方の年齢はこうです。産業界はこう

いう年齢ですと。それは確かにそれが良いとか悪いとかいう話も今おっしゃるとおり、専門

部会の先生たちが２０代、３０代で良いかと、多分そうはいかないでしょう。６０代以上で

あってはいけないかと、そうでもないと思います。 

  ただ、問題は、それが現状であって、ただそれをどう持続的にやっていくかという、それ

が検討だと思いますので、それがうまく持続的に繋がっているように、どうしていくかとい

うことが課題で、それは結局さっき言いましたように、受入れ側の問題とそれから供給側の

問題と両方が結果的に長期的にタイムラグを持ちながら、うまくマッチングしていくと。現

状をマッチングさせると同時に、こういうふうにラグがあるものをどうマッチングさせるか、

この２つの問題だと思います。 

（近藤委員長）人材の確保に関して大事なことをこのレポートは書いておられる。２０ページ

に人材の育成・確保に当たってモチベーションを高めることが大切と。原子力政策大綱にお

いても、人材の確保には何より職場が魅力的であることが大切と書いたんですが、多分、同

じことを考えておっしゃっているんだと思うんです。 

  魅力的で、そこで働きがい、生きがいを感じるような職場にすれば人は集まるでしょうと

いうことを言っているわけです。そうしないと駄目ですと。例えば、規制が厳しくなるとか、

一種の閉塞状況にあるとか、ルールどおりにして、頭を使っちゃいかんと。規則書にあると

おりにロボットのごとく動くことをもって良しとするような職場にはいい人は絶対に集まり

ません。 

  ここでは、同じことを考えたかなと思うんですけれども、後ろの方に、これに対しての答

えが書いてないんですよね。この問題を指摘しながら、これに対する対応の考え方というの

を具体的には、どこにあるのでしょうか。たとえば、社会的に意義がある仕事ですから、皆

さん集まってくださいというのか、いろいろ創意工夫が生かせておもしろい職場だとか、ど

うしたらよいといっているのですか。 
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（山田課長）ここは、ポイントですべてピックアップをしておりませんので、幾つか書いては

ございますけれども、あまり先生の御指摘の大きなしっかりとした玉になっているものはあ

りません。ちまちまとしたものになっております。そういう意味では、今の御指摘の御批判

は私ども知恵が少し足りなかったことではないかと思います。 

（近藤委員長）モチベーション高い人たちが委員会を構成しているので、素晴しい答えがある

と思って期待したんだけれども。こんな皮肉をいってはいけませんね。 

はい、田中委員。 

（田中委員長代理）こういう形で、ロードマップの出口を固めて、システマティックに検討を

したことを私は非常に評価をしています。 

  どうしても今の議論に関係するんですが、基礎基盤研究というのは、出口をどこに求めて

いるかというのがなかなか分かりにくいところなんですが、このロードマップで、こういう

形で説明されたということは、出口がよく見えてきたという、基礎基盤研究をやっている人

たちにしても非常に良いことですね。 

  それから、もう１点は、学協会の役割が非常に明確になってきました。ようやくアメリカ

に近づいてきているのかも知れません。学協会って言った場合は、個々の会員の集まりなん

ですね。原子力学会でも議論したんですが、今の段階ではどうしてもボランティアなんです

ね。組織が認めるというか、組織が個人のそうした活動をエンカレッジというかそういうの

がないんですね。現在は思う存分活躍しにくい、特に若い人にとってですね。 

  国の委員会はどうしても年配の方になっちゃいますが、若い人たちでも学協会のそういう

活動ですと広く参加できるので、そのような場で現実的な活動をすることは、若い人のモチ

ベーションというか、動機付けに繋がってくると思います。今後の課題としては、関係機関、

民間、研究所、大学は先生の御判断だと思うんですけれども、そういう活動を評価し、参加

を奨励してもらえるように是非国の方からも働きかけていくことが、非常に大事かなという

ふうに思います。 

  その時に、もう１つは、知識基盤というか知財管理とか、そういうまた別の議論が出てく

ると思いますけれども、その辺についても是非整理して、方向を見つけていただきたいと。 

  私はこういう形で、知識基盤とか人材確保とか知財管理とかきちんと議論されて、今後引

き続き中身を濃くしていただければ非常にありがたいと思います。よろしくお願いします。 

（近藤委員長）学協会にそういうモチベーションを与えることが社会にとって合理的かどうか

ということが出発点ということになる。国際社会ではそういう認識が成立して久しいのです
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が、我が国でそういう認識が共有されるようになったのは今世紀に入ってからですから、ま

だまだそういう仕事をする組織力に欠けていますね。学協会は、急に世の中そうなったから

といって財政的な体力をつけることも出来ないのですが、まずはモチベーションをもてとい

う。 

  でも、若いころ、日本規格協会から薄い冊子の規格のコピーを取り寄せて、何千円といわ

れてどうしてこんなに高いのかと不思議に思いましたが、自分で学会規格を作ってみると、

収入の道は規格の販売と講習会しかないのです。これを国が国の基準に採用するという時、

無料公開するかどうか、安全基準だから公開といわれたら、学会は立ち行かなくなる。こう

いうことも含めて学協会基準を国が使う制度を整備しないといけないのです。 

また、海外の大きな学会との競争もあります。例えばアメリカ機械学会、ＡＳＭＥは非常

に大きな学会であり、その規模の故に様々な活動ができているということがあるところ、日

本という島国でどう発展のビジョンを持つか、それがないと大きな規格を整備することはで

きません。アジアに販路を求めていくのか。、学会にはこういう成長戦略の検討も重要だと

私は思います。日本のみならず近所のアジア諸国との関係において、共通できるような基準

とすることを前提にして、中国なり韓国の学会と手を携えて良いものを作っていくことに挑

戦する、させるということにするかと。 

  米国は、規格で世界を制するという政府の方針を打ち出しているからこそ、ＡＳＭＥは、

ヨーロッパ、ＥＵ基準との間で、世界をどっちが支配をしようかと、非常に鮮烈な戦いをや

っている。ここにはあまり書いていないけれども、この際、国際化ということについて少し

目を向けていくということが重要じゃないかと。研究施設の方については国際化ということ

を意識されておられるが、学会活動についてはドメスティックなことしか書かれていないと

思っての発言です。 

（山田課長）規格に関しては、国際的な取組ということで、ＡＳＭＥとかＩＳＯとの連携の必

要があるというのはちょっと書かせていただいております。 

（近藤委員長）それから、もう１つだけ、先ほどの松田委員の発言とも関係するんですけれど

も、問題は、原子力安全委員会の関係なんですけれども、これは安全委員会にも御説明され

たんですか。 

（山田課長）今後、御説明する予定です。 

（近藤委員長）幾つかの基準、原子力安全に係る基準の体系は安全委員会が管理する、あるい

は規格基準に最終的にオーソライゼーションを与えることを安全委員会が行うということが
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自然だという意見もあります。安全委員会の考え方もあると思うんですけれども、この辺を

整理整頓しておくことも重要と考えています。 

（山田課長）そういう意味では、この委員会には、事務局ですけれども、事務局からは出席を

していただきました。 

（近藤委員長）分かりました。それじゃ、コミュニケーションが随分あるという認識で良いで

すね。 

（山田課長）ええ。一応努力をしているということです。 

（近藤委員長）他に何か。 

  よろしゅうございますか。それでは大部の資料の御説明の後、質疑にお付き合いいただき、

ありがとうございました。この議題、これで終わります。 

  事務局、それでは、その次の議題をお願いします。 

 

 （２）アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ） 第１回「アジアにおける原子力エネルギ

ーに関する検討パネル」開催結果について 

 

（黒木参事官）次の議題でございますが、先日、開催されましたＦＮＣＡ、アジア原子力協力

フォーラム、第１回のアジア原子力発電分野における協力に関する検討パネルの開催結果に

つきまして、事務局から御報告いたします。 

  資料の第２号でございます。 

  １０月３０日、３１日に開催されまして、本パネル会合については、杉本パネル議長、Ｊ

ＡＥＡの原子力研修センター長にパネル議長をお願いいたしまして、原子力発電分野におけ

る人材養成をテーマに議論を行っていただきました。 

  当委員会からは、５人の委員全員に御出席いただきまして、委員長から歓迎の御挨拶、田

中委員長代理よりカントリーレポートの発表と閉会の御挨拶をお願いしたところでございま

す。 

  ４番のところに、参加者、参加国、出席者が書いてございますが、ＦＮＣＡの加盟１０か

国のエネルギー政策、原子力政策の行政官、それから人材養成に係わる専門家に御参画いた

だきました。 

  会議結果の概要が５に書いてございます。最初にカントリーレポートにつきまして、各国

から原子力発電に係わります各国の現状とそれから人材養成の状況、課題などについて御報
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告をお願いしたところであります。 

  大きく１０か国、３つに分けてございまして、原子力発電を既に実施している国、それか

ら新規導入について具体的な計画を持つ国、具体計画を持たない国ということで、大雑把に

分けてございます。 

  既に実施している国として、中国は２０２０年までに４０ＧＷｅとすることを目標とする

とともに、原子力発電の国産化を目指し、人材養成の取組を強化しているとの報告がござい

ました。 

  また、韓国からは、ＲＣＡ、これはＩＡＥＡのアジアにおける技術協力の枠組みでござい

ますが、それらの多様な国際協力の活用をしているというご報告がございました。 

  我が国からは、田中委員長代理より、日本の原子力政策及び計画を紹介するとともに、日

本での人材養成の現状や課題について紹介をしていただきました。 

  それから、新規導入について、具体的な計画を持つ国といたしまして、ベトナムは２０２

０年までに原子力発電運転開始を行うということで、国会での了承を近日中に頂くというこ

とで動いているというお話がございました。 

  インドネシアについては、２０１５年から２０１６年までに２基の発電所を導入する計画

であること。 

  タイでは、２０年、２１年導入目標に、内閣の最終承認を待つ状況にあるという計画のお

話がございまして、各国とも、人材養成の重要性を強調し、関係国からの協力を頂きたいと

いう話などがございました。 

  また、原子力発電を新規に導入する具体的な計画を持たない国、この中でもいろいろと温

度差はあるんですけれども、バングラディシュは導入についてかなり政府レベルで計画に近

い検討を行っているという話でございまして、フィリピンでも導入について検討を行ってい

るという話がございました。 

  オーストラリア、マレーシアにつきましては、数年前に比べまして、原子力の関心が非常

に国民の間でも認知されてきつつあるというお話があり、原発の導入に関する決定は、今現

在はなされていないが、関心の表明がございました。 

  （２）でありますが、人材育成につきましての議論でございます。杉本パネル議長から人

材養成に対する強いニーズが現在あるんだけれども、それに対する国際協力の枠組みがない

ということの指摘がございました。例えば、ＡＮＴＥＰ、アジア原子力教育訓練プログラム、

これは基本的にはまだ原子力発電というものを全面に取り入れていないそのＦＮＣＡの人材
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養成のプログラムですけれども、ただ、発電関係のニーズがこの中であっても既存のプログ

ラムがないため、マッチングが成立しない状況であるというお話がございました。人材養成

については、まず導入国が自ら責任を持って行うという強い意思があって、国際協力がそれ

を効果的にサポートするものですよというお話などが意見交換の中で出されてございます。 

  また、原発の導入を検討中の国々から、その導入計画に対する専門家でピアレビューをや

っていただきたいとか、ＦＮＣＡ間で情報共有の枠組を構築してもらいたいとか、日中韓の

原子力発電所を導入した時の経験というのが非常に役に立つので、そういう情報を教えて欲

しいというような話がございました。 

  また、経験を積むために他国の研究炉、タイなどの研究炉建設への参加といったアイデア

の提示などがございました。 

  総括的なセッションにつきまして、本年12月、東京で開催されます大臣級会合に報告す

るということで、参加国間で原発導入に向けた人材養成に関する情報共有を積極的に行って

いくということで合意してございます。そのまず第一歩として、ＦＮＣＡのウェブサイトを

効果的に活用していくということを提言しております。 

  今回、招待講演が３つございました。まず、「原子力知識管理─安全な原子力利用の中心

軸―」ということで、前原子力安全委員会委員長の松浦先生から、原子力発電に係わる共通

の課題として有効な知識管理を確立する必要があるという御説明がございました。 

  また、「原子力発電を推進するための人材育成」ということで、藤江日本原子力発電株式

会社フェローから、実際に日本原電が原子力発電所を導入した際にどういう人材が必要であ

ったのか、どういう人材で発電所を作ってきたかという導入時の経験について紹介をし、い

ろいろサジェスションなどを頂いたということでございます。 

  それから、「地球環境問題と原子力」というタイトルで、藤冨電源開発株式会社取締役、

藤冨取締役は、前にＣＤＭの理事会の日本の代表メンバーでございますが、国連気候変動枠

組条約（ＵＮＦＣＣＣ）の締約国会議（ＣＯＰ）における取組を中心に、環境問題と原子力

発電についての紹介がなされてございます。非常に参加国は熱心に自分たちの役に立つとい

う形でお話を聞かれていたと思います。 

  なお、最後にクローズドセッションのところで、ＦＮＣＡに関する協力全体について議論

がなされたところでございます。 

  概要は以上であります。 

（近藤委員長）ありがとうございました。各委員はこの会合にオブザーバーとして参加されて
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おられるので、内容について、質疑は不要かと思いますが、私、この報告にはいささか異論

があります。まず、この会合のプログラムは既にここで紹介しているわけですから、それを

なぞったような報告は不要ですね。この報告の付加価値が不明です。また、このとおりの会

合であったとしたら、この会議の付加価値は何か良くわかりませんね。各国の原子力計画を

共有したということでは、毎年聞いていることですから、付加価値がないでしょう。せっか

くスタディパネルと銘打ったわけですから、何をスタディしたのか、この報告ではプロダク

トが見えません。例えば人材育成の議論をして、ＡＮＴＥＰはマッチングしない組み合わせ

があるという状況が報告されたというのだけれども、それを改善する方策が検討されたので

すか。それとも、これでは人材育成需要に応えることができないと整理したのですか。この

報告からは何も読み取れませんね。時間を使った結果がわかりませんね。決まっていないこ

とは書きにくいから書いていないということなのか。それなら、しかし、こういう甲論乙駁
こうろんおつばく

があって決まらなかったと書くべきでしょう。 

  それから、その次の「自ら行うべきもの」とありますが、それじゃあなぜこの人材育成と

いうテーマで議論をしたのかということになっちゃいませんか。人材育成についてはいろい

ろ議論したが、やっぱりヘルプ・ユア・セルフが原則だということが確認されたということ

なのですか。ここはそのことが浸透して良かったと書いているのですか。 

  次の「アイデア等の提示が行われた」とあるところは、アイデアが提示されて終わりとい

うことなのですか。スタディはされなかったのですか、少なくともその実現に向けての検討

の役割分担が決まったとかいうことにならないことには単なるアイデア発表会でしかなかっ

たということになるのでは。そういう会合をもったということを大臣会合で報告するんです

か。国民から負託されたお金を使ってこれだけの人を集めて、こういう表現しかしようのな

い会合であったということ、これがその対価として十分かどうかを我々も自己評価しなけれ

ばならないという点から、申し上げているのですが。 

（黒木参事官）この３ページの総括セッションの２行が、この今回の会合の結果でございます。

要は、ＡＮＴＥＰも含めて人材を交流した形で受け入れるプログラムがあれば出すニーズは

ありますよという話がございました。私どもの用意も悪かったというのがあるかもしれませ

んが、なかなか人材を受け入れるプログラムというのは、日本、中国、韓国が中心となって

受けるとするならば、それらの国が受け入れることになるわけですけれども、当該国、参加

国ともにまずお話を聞いて、すぐに現時点で人材を受け入れるというコースに余裕があるか

どうか、それはまず政府に持ち帰って検討してみないと、すぐに対応できるかどうかいうの
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はわからないというお話がございました。我々としては、そういうニーズがあるということ

を含めまして、これから参加国にその状況を聞こうと思っておりますが、まずはこの時点で

第一歩として、じゃあＦＮＣＡのウェブサイトがございますので、その各国にどういう人材

受入れのプログラムがあるのかどうか、それらを中心にこれからＦＮＣＡの１２月の大臣級

会合に御報告するとともに、並行して国内、参加国以外もあるかもしれませんけれども、そ

れぞれのプログラムを聞いていこうと思っております。それを実際のデータベースの方に反

映していこうということで考えております。 

  それから、委員長からお話がございました「人材養成は導入国が自ら行う必要がある」と

いう、ここは余り成果ではないんですけれども、これをわざわざ書いたのは、どうしても何

か先進の参加国に頼るような発言がかなり目立っておりましたので、そういうことではない

ですよという意見が１人、２人の先生方からあったという、その基本はやはり書いておった

方がいいかなということで報告の中で含めた次第です。 

（広瀬委員）一言付け足させて下さい。 

  私もこの会議にはぼ全部出席しましたが、委員長は少々厳しいかなという感じです。大変

有意義な会だったというふうに私は認識しています。 

  全体的には、このＡＮＴＥＰのプログラムを推進していこうということだったと思います。

ただ、それにはいろいろな政治的な問題もありますし、そんないきなりじゃあこれをすぐに

やりましょうということはできないわけです。ですけれども、その方向が確認されたという

ことでは意味があったと思います。 

  それから、今、黒木参事官もおっしゃいましたけれども、人材育成で「導入国が自ら」と

いうのは、どうしても必要なことでして、国によっては全部パッケージで持ってきてくださ

いというところもあるわけですよ。そういうことではやはり駄目なので、自らがそれなりの

努力をしなければということです。参加国の間でかなり態度の差が目立ちまして、自分は何

もしないけれども全部お願いねという国も中にはありますので、そういうところを一応きち

っとこちら側としても姿を示すという意味で、そういう発言が出たのだと思います。 

  ですから、全体としてはこれを推進していこうということです。それからここには詳しく

は書いてありませんけれども、各国の一般には報道などには出てこないような事情というも

のもかなり紹介されたと思いまして、非常に良いものだったと思います。 

（近藤委員長）今の広瀬委員のお話のような流れであったとすれば、このパネルの議論の流れ

をそういうふうに紹介、書き込んであれば、資料として価値が出てくるのではないでしょう
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か。たとえば、パッケージで養成してくれないかと発言する国があったところ、それに対し

てはかくかくしかじかのやり取りがあり、このような意見が多数を占めたと。そう書けばこ

の会合の価値がわかり、この紙にも価値が出てくるのですけれども、この書き方では肝心の

論点が伝わらない感じになっているので、あえて申し上げました。 

  他に。 

（西川審議官）今の論点の関係で１点だけ。 

  まさに委員長が指摘されたように、３ページの総括セッションについてですが、２つの項

目を大臣会議に報告する、ということになっているのですが、さっきの説明を聞いていると

非常にわかりやすい説明で、中身の濃い議論だったということが分かったのですが、この文

書だけだと、人材養成に関する情報共有を進めていくということのみで、さっきの説明にあ

ったような、受入側はどういったプログラムを持っているのか、といった情報を、関係者間

で共有するといったような中身が分からない。もうちょっとここのところを分かり易く、大

臣級会合への報告の仕方についてちょっと工夫していただいたらどうかなということを発言

させていただきました。 

（近藤委員長）はい。 

  それでは、田中委員。 

（田中委員長代理）若干感想的なこともあるんですが、今回、人材養成という議論は、今まで

も幅広く放射線利用とか、そういう意味での実績が中心だったと思うんですが、原子力発電

というところに絞った人材養成についてまとめて議論したということは、多分今回が始めて

かなという感じがします。そういう意味で、原子力発電を導入するということがどれくらい

人とか、もちろん技術もそうですけれども、人材が幅広く必要かということを初めて漠然と

感じたという国もなきにしもあらず。中国とかはもうはっきり自分たちに入れた時どうした

ということを言っていましたし、かといってよそ様まで手を伸ばすかどうかというところま

では必ずしも明確にはしていませんでしたけれども、そういう意味で、ここの今、委員長か

ら御指摘のあった情報共有という意味の中身は、そういうことを含めて原子力発電ヘルプと

いう、導入するということはどれくらい幅広い人材、知識基盤が要るかということを、今後、

少し学び合って、それでそれから具体的な人材育成という協力に、次の段階に入っていける

フェーズが来るかなと、そんな印象を持ちました。 

（近藤委員長）松田委員。 

（松田委員）アジアに原子炉施設が建っていく時代になっていますので、日本がリーダーシッ
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プを取りながら各国の方と情報交換をしていく場として、田中委員のおっしゃったように、

原子力発電に絞った人材育成をするという今回のプロジェクトは、私、大変評価しています。

ただ、各国の出席者の質の問題がかなりあるのではないかと思いました。せっかく日本が投

資して各国のお役に立つようにと思って作っていくプログラムですから、参加する人達は国

の政策作りに直接関係がある人が出てくるとか、また、参加することで得た知識が次の世代

へ繋がっていくような人を選んでいくとか、そういうふうな工夫は来年から必要だと思いま

した。 

（広瀬委員）私は、今回の出席者を見て、割合にそういう人材を選んできていたのではないか

と思いましたけれども。それよりも国の体質というか、例えばＯＤＡに頼りきっているよう

な国というのは、どうしても原子力発電を導入しようと思っても「全部お願いね」という態

度が見え見えなところがありますよね。あるいは賢明に自助努力を行っているところとか。

そういう国の差が非常に目立ったような気がしました。「何とか自分たちで頑張ろう」と思

ってＩＡＥＡと既に行動を起こしている国と、それからほとんど何も正式決定をしていない

のにやると決めたんだと宣言して、「だからお願いね」という、そういう国も中にはありま

すよね。だからむしろ国の体質の差が非常にはっきりと出たなという印象を私は受けました。 

（近藤委員長）伊藤委員。 

（伊藤委員）私ものこのＦＮＣＡというのは最初よくわからなかったんですが、これ２回出た

んですが、考えてみたら、結果的にはああいう場があっても良いというのが今の感想です。

というのは、あそこに出ているのは原子力を既にやっている日本、中国、韓国、それからも

うかなり具体的な計画を進めているベトナム、それからまだこれからの国、それから多分言

っているけれども全くまだ先だろうという国、こういう国が出ている。原子力発電を既にや

っている国では、例えばＷＡＮＯであるとか、こういうところでもう密接に経験をシェアし

てる、情報をシェアしてる。それこそWe are on the same boatと、こういうことで、ど

こでも事故を起こしちゃいけない、起こせば世界中に波及すると、こういう身を守るという

意味、あるいは原子力を守るという意味で既にもうそういうことが非常に機密に行われてい

るという中、国際的にはＩＡＥＡがあり、いろいろなそういう枠組みがある中で、多分これ

だけばらばら、レベルの違うところが集まってやるというのは、他に私はあったかどうか知

らないんですが、少なくともアジアにはない。日本が、やはりそういう中でアジアの中でも

原子力発電あるいは原子力の分野では極めて突出した立場にあると、私はそう思っているん

ですが、そこもやっぱりある役割を果たしているという意味ではああいう場があっていいし、
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それからお互いに、逆に言うと、今度はまだやっていない国は何を考えているんだと、これ

からまさにやろうとしている国は何を考えているんだということを知る意味でもいいし、い

ろいろな意味合いがあると思って、確かに具体的な成果というのは、なかなか目に見える形

で上げにくいところはあると思うんです。あそこでのインフォメーションあるいは経験等の

シェアというのは、私はやはりお互いに非常に意味がある、そしてさらに具体化していけば、

例えばバイの関係でいろいろやっていくとか、いろいろな手だてがあるので、そういう意味

で、何となくぼおっとしているようで成果が見えにくいんですが、私はやっぱり現状に意味

があるかなと、それが今の感想です。 

  以上です。 

（近藤委員長）極めてアジア的な。 

（伊藤委員）まさにアジア的。 

（近藤委員長）それはそれでいいのでしょうけれども、私が申し上げているのは、この会合は

国民の皆様の税金で開催されているのですから、投資に見合った成果があったということを

説明しなくてはいけない。私どもはそういう責任を分担しているのです。審議官の御示唆も

ありましたので、まず、議事録をきちんとしていただいて、それから議論なり、総括に掛か

る起承転結の明白な報告案を作っていただくことにしましょう。この会議の議事録はできて

いるのですか。 

（黒木参事官）議事録は今作成中です。 

（近藤委員長）それではそのようにしていただくことで質疑を終わりたいと思います。少し挑

発的な大人気ない発言をしましたところ、皆さんに厳しく反応いただき、有益な議論ができ

たと思います。ありがとうございました。 

 それではこの議題を終わらせていただきまして、次の議題に移りたいと思います。 

 

 （３）近藤原子力委員会委員長の海外出張について 

 

（黒木参事官）次の議題でございます。 

 近藤原子力委員長の海外出張につきまして、資料の第３号で御説明いたします。 

 出張先は米国ワシントンで、８日、木曜日から１１日、日曜日までの出張であります。 

 渡航の目的は、米国ワシントンＤ.Ｃ.で開催される第７回の日米原子力ワークショップ会

合への出席、これは通称サンタフェセミナーというふうに呼ばれておりますが、日米の行政
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部局や産業界や研究機関などの要人が集まりまして、日米の原子力の将来について意見交換

を行うための会合でございます。１９９７年に発足し、毎年若しくは１年おきに、今までは

藤家委員長、それから前回は近藤委員長に出席していただいているものでございまして、同

会合に出席し、講演を行うとともに、出席する要人との意見交換を行う予定でございます。 

  以上であります。 

（近藤委員長）ちょっと補足させてください。この会議は非公開の会議ですから、これに出る

ことを出張目的にするのは不適切と考えています。この会合にでてくるのは米国の原子力政

策に係っている要人達ですので、この会合で講演することには一定の効果が期待できます。

そこで、目的の第一は、そういう人々の集まりで講演することです。それから、この二日間

のうちには、この会議に出席する要人及び、この町にいる要人と意見交換することができる、

いま何人かの方と時間の打ち合わせを行っていますから。これも、例えば、今後の米国の政

策動向を探って我が国の取組の在り方を考えるのに役立つでしょうから、一定の効果が期待

できる。ということで、今回の出張目的はこの２つだという読んでいただく、そのように読

める資料にしていただいた方が私としては気持ちがいいですね。 

（広瀬委員）原子力政策に関して講演を行うというふうに書いてありますが、原子力政策とい

うのは非常に漠然としていますけれども、どういう点を中心にお話なさるのでしょうか。 

（近藤委員長）原稿はもうできていますので、今からホームページにアップしてもいいんです

けれども、内容は３点。１つはいわゆる原子力政策大綱に書かれている施策に係わる基本方

針の要点を紹介することと、２つ目が、現行の最大の課題は、私の理解では柏崎刈羽原子力

発電所が地震に見舞われた結果、国民の間に幾つかの重要な関心が生じているんじゃないか、

１つは、我が国の原子力発電所の耐震安全性に対する関心、２つは、安全規制システムに対

する信頼性、それから３つは、緊急時対応に対する不安、この３点があるという認識を申し

上げた上で、それぞれについて既に採られている対策、これから採ろうとしている対策につ

いて御紹介申し上げると。それから３つ目が日米原子力協力。日本の原子力国際協力に関す

る基本的なスタンスは何だろうかということについて、一つは国際主義というか、核減縮、

核不拡散を基本とし、国際社会の優等生として振る舞おうという、そういうモチベーション

で国際協力を考えるという、そういうインタレストを持っている。２つ目は、日米関係がい

ろいろな意味で基軸になっているところ、原子力の世界においても日米協力というものを非

常に重視すると、そういう基軸もある。３つ目は、しかし、原子力は、そもそもエネルギー

セキュリティー、我が国の自立、自己利益のために行うもので、それに役立つ協力を求める
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ところがある、その３つのインタレストの重なりにいろいろな政策が決まってきているとし

た上で、いま日米間には、ＧＮＥＰのようなグローバリズムとバイ関係を合わせ追求できる

しかけが出てきているところ、今後は日米関係をそういう国際的な貢献のファンデーション

にしていくことを追求していくことが大事ではないかと結ぶものです。 

（広瀬委員）分かりました。 

（近藤委員長）他に。 

  ありがとうございました。それでは、よろしくお願いします。 

  それでは、ほかの議題、その他議題ですか、どうぞ。 

 

 （４）その他 

 

（黒木参事官）最後、資料第５号で配付させていただいておりますが、原子力のビジョンを考

える懇談会、第４回が１１月１６日に開催する予定となっております。 

（近藤委員長）これは前回も配っているかな。 

（黒木参事官）はい。 

（近藤委員長）では、先生方の方から。 

  よろしゅうございますか。 

  それでは今日はこれで終わります。 

（黒木参事官）次回会合は、１３日、１０時半から、場所が虎ノ門三井ビルの原子力安全委員

会第一、第二会議室になっております。 

－了－ 


